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3．1．2．短期海底地震観測・相似地震・GPS 観測 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

宮城県沖地震アスペリティ周辺におけるプレート間すべりのモニタリングの実現 

(b) 担当者 
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国立大学法人東北大学大学院理学研

究科 

教授 

助教授 
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助教授 

助手 

長谷川昭 

松澤暢 

三浦哲 

日野亮太 

西野実 

 

 

(c) 業務の目的 

M7.5 級のプレート境界型地震が繰り返し発生する宮城県沖では、次の地震の発生が切迫

していると考えられており、その発生時期および規模の予測精度の向上が急がれる。本業

務では、宮城県沖地震時に破壊すると考えられるアスペリティの固着状況やその周囲にお

ける準静的すべりの状態が時空間的にどのように変化しているかを監視するための方策を

開発することを目的とする。 

アスペリティの状況把握の高度化のためには、プレート境界面の形状や境界面とその周

囲における中小の地震活動の空間分布を高精度で明らかにする必要があり、文部科学省事

業である「宮城県沖地震に関するパイロット的な重点調査観測」（以下「パイロット重点観

測」と称する）によってこの領域において開始された海底地震観測網による長期繰り返し

地震観測を発展的に継続することによりこれを実現する。 

アスペリティ周囲での準静的すべりの時空間的な変動を監視するためには、本業務では

GPS 観測による地表面の変位速度分布からプレート境界面上でのすべり分布を推定しその

時間変化を捉えること、プレート境界面上での小繰り返し地震である相似地震のすべり量

と震源分布からすべり分布を推定しその時間変化を捉えることが効果的であると考えられ

る。特に「監視」という観点からは、高信頼度のすべり量分布を迅速に推定することが重

要であり、そのための技術開発を推進する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成１７年度： 

これまでに宮城県沖の周辺で行われた地震観測のデータを解析し、2005 年 8 月 16 日に

発生した M7.2 の地震の破壊域を詳細に明らかにするとともに、1930 年代や 1978 年に発

生した過去の宮城県沖地震の破壊域との関係を考察した。また、震源域とその周辺にお
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ける地震波速度構造モデルを構築した。さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析に基

づき、宮城県沖周辺における準静的すべりの実態把握を開始した。 

2) 平成１８年度： 

海底地震計の入れ替えにより、平成 17 年度に観測を開始した５点の海底観測点におけ

る地震観測を継続するとともに、気象庁と共同して４～１０月の間短期観測型海底地震

計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測により新たに得られるデータ

を従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺の精密な震源分布を求めた。さら

に、GPS 観測および相似地震活動の解析に基づき、宮城県沖周辺における準静的すべりの

実態把握を継続した。 

3) 平成１９年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺のプレ

ート境界面の形状および３次元的な地震波速度構造モデルを求め、アスペリティ位置の

推定精度の向上に資する。さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析の準リアルタイム

化に着手し、宮城県沖周辺における準静的すべり状態の監視システムの開発に着手する。 

4) 平成２０年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面上およ

び面外それぞれにおける地震活動の分離を行い、それぞれの位置での地震活動特性の抽

出に努める。さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析の準リアルタイム化に基づく、

宮城県沖周辺における準静的すべり状態の監視システムの開発を進める。 

5) 平成２１年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面内・外

の地震活動度およびその特性の時空間的な変動の解明に努める。さらに、GPS 観測および

相似地震活動の解析の準リアルタイム化に基づく、宮城県沖周辺における準静的すべり

状態の監視システムの実用化に目途をつける。 

 

(e) 平成 18 年度業務目的 

これまで宮城県沖において繰り返し行ってきた海底地震観測を、長期観測型の海底地震

計を用いて通年にわたって実施することにより、宮城県沖の想定震源域における地震活動

の特性とその時間変化を明らかにするとともに、気象庁と共同して行う短期観測型海底地

震計を春～秋の期間に実施し、長期観測型の地震観測網を補完することにより、宮城県沖
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で発生する地震の震源位置や発震機構の詳細を明らかにする。さらに、東北地方に展開し

た微小地震観測網および GPS 測地観測網のデータを用いた相似地震解析および測地インヴ

ァージョン解析により、宮城県沖地震の想定震源域およびその周辺におけるプレート間固

着・すべり状況を評価する。 

 

(2) 平成 18 年度の成果 

(a) 業務の要約 

2005 年 8 月 16 日に発生した宮城県沖地震（M7.2）の発生が宮城県沖における M7.5 級の

プレート境界地震の発生サイクルに及ぼす影響を理解することを目的として、地震発生時

とその直後に展開した多点の海底地震計により得られたデータを用い、2005 年 8 月以降に

この領域で発生した地震の震源分布を正確に求め、地震活動が示す時空間的な変化を調べ

た。その結果、顕著な余震活動がみられるのは 2005 年 8 月の地震の破壊域の近傍だけであ

るが、破壊域の東端には、本震破壊に起因する応力変化に誘発された地震活動がみられる

他、本震破壊域から北東側に離れた 1981 年宮城県沖地震の破壊域の近くでは、プレート間

すべりの加速に対応すると考えられる地震活動の活発化がみられたことがわかった。 

また、2005 年の地震発生後におけるプレート間すべりの状況を、GPS 連続観測のデータ

および相似地震（微小繰り返し地震）活動から推定した。GPS 観測データの解析結果は、2005

年の地震後約 3 ヶ月間の余効すべりは本震破壊域の南側に拡大したが、12 月 2 日の最大余

震（M6.6）を契機としてすべり域が本震の破壊域より東ないし北東側へ移ったことを示す。

この期間に発生した地震の震央分布を海底地震計のデータを用いて再決定すると、本震発

生直後に顕著な余震活動がみられた本震破壊域での地震活動は最大余震が発生するまでに

ほぼ終息していたが、逆に、本震破壊域東側の地震活動が最大余震発生後に活発化してい

たことが判明した。 

2005 年 8 月に地震が発生した後に活動がみられた相似地震は少なく、広域的にすべり速

度が顕著に加速するような現象はみられなかったが、本震の破壊域から北東側に離れて

1981 年宮城県沖地震の破壊域近くで活発化した地震活動に、相似地震の活動がみられた。

その後、最大余震発生後に、本震破壊域北側で相似地震活動の活発化が認められ、GPS デー

タと同様に、最大余震の発生を契機に停止しつつあったプレート間すべりが再加速したこ

とを示す。 

 

(b) 業務の実施方法 

平成 17 年度に設置した 5 台の長期観測型海底地震計による海底地震観測を 11 月まで継

続して実施し、回収したデータの処理を東京大学と共同で行った。また、東京大学におい

て新規調達し調整を終えた長期観測型海底地震計 6 台を設置して 19 年 11 月までの予定で

連続海底地震観測を実施している。また、気象庁と共同で、短期観測型海底地震計を用い

た地震観測を 4～10 月の間実施した。この観測は、7月にいったん機材を入れ替えることに
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より、約 6ヶ月間にわたりほぼ連続して行った。 

一方、2005 年 8 月 16 日に宮城県沖において発生した M7.2 の地震およびその余震を観測

した海底地震計のデータを解析することにより、本震・余震の詳細な震源分布を求めると

ともに、それらの発震機構解を推定し、その空間変化を明らかにした。また、2005 年の地

震発生後の約 1 年間の GPS 連続観測によってえられた宮城県沖地震の震源周辺における地

表変位速度データを逆解析することにより、プレート境界面上におけるすべりの時空間的

な分布を推定するとともに、地震活動度との対応関係についての検討を行った。 

 

 (c) 業務の成果 

図 1 に、本年度実施した海底地震観測の観測点配置を示す。今年度の観測は、観測点の

配置が異なる次の４期に分けられる。 

 

第一期：平成 17 年 12 月 25 日～平成 18 年 4 月 26 日（10 点） 

第二期：平成 18 年 4 月 26 日～10 月 21 日（16 点） 

第三期：平成 18 年 10 月 20 日～11 月 15 日（5点） 

第四期：平成 18 年 11 月 15 日～ （6点） 

 

第一期では、本業務で平成 17 年 12 月に設置した長期観測型海底地震計 5 台の他、平成

17 年 5 月に東京大学によって設置された 5台の長期観測型海底地震計（3月 31 日で記録終

了）からなる、10 観測点で地震観測が行われた（図 1a）。 

第二期は、気象庁との共同で多点観測を行った期間であり、4月に気象庁観測船「凌風丸」

により 11 観測点に短期観測型海底地震計を設置する一方、5 月に行われた函館海洋気象台

観測船「高風丸」の航海で平成 17 年 5 月以来観測を行っていた長期観測型海底地震計を回

収した。短期観測型海底地震計は 7 月に「高風丸」で回収するとともに、同一観測点に再

設置され、10 月まで観測を継続した（図 1b）。 

第三期は長期観測型のみの観測となり、11 月に行った用船航海（新日本海事「かいゆう」）

で回収するまでの間、5観測点での観測を継続した（図 1c）。 

第四期は、パイロット重点時代から長期観測型海底地震計により繰り返し観測を行って

きた 4 観測点での観測を継続するとともに、従来、短期型の機材で観測を行ってきた 2 観

測点に長期観測用の機材を設置して長期観測を開始した（図 1d）。合計 6台の長期観測型海

底地震計は、今年度導入したものであり、東京大学で整備を行った、上記の用船航海によ

り設置作業を行った。この観測は、現在も観測を継続中である（平成 19 年 11 月回収予定）。 

これらの海底地震観測のデータの処理は第二期の途中までが終了しており、第二期後半

と第三期の観測データの処理を現在進めている。 

2005 年 8 月 16 日 11 時 46 分に M7.2 の地震が宮城県沖において発生した。本震の波形解

析などによって推定された発震機構解は低角逆断層型であり、この地震がプレート境界で
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発生した地震であることを示す。この地域では、前回発生した 1978 年宮城県沖地震（M7.4）

に至るまで、およそ 40 年間の再来周期をもってプレート境界型地震が繰り返し発生してい

るとことが明らかになっており、次のプレート境界型地震の発生に至る過程を明らかにす

ることが本業務の重要な目的の一つである。 

昨年度の調査観測の結果、2005 年の地震は、1978 年宮城県沖地震時に破壊されたアスペ

リティの一部だけを破壊したものであり、主要な部分が未破壊のまま残されていると推定

された。従って、未破壊のアスペリティに応力・ひずみが蓄積されていく過程を解明する

ことが、次に発生する地震の時期や規模を予測する上で、決定的に重要である。そこで、

海底地震観測データに基づく余震活動の詳細な空間分布を明らかにすることにより、2005

年の地震の破壊域の広がりを正確に推定するとともに、この破壊がどのような範囲にどの

ような影響を及ぼしたかを明らかにした。さらに、未破壊領域へのひずみ蓄積過程には、

2005 年の地震後に震源域周囲で発生した余効すべりが深く関与していることが考えられる

ため、余効すべりを起こしている領域の広がりが時間とともにどのように変化しているの

かを、GPS 連続観測の解析から推定した。 

余震活動の解析には、本震時に観測中であった OBS 観測点のうちの 14 点と臨時余震観測

のために追加設置された 16 点のあわせて 30 観測点のデータと震源域に近い太平洋岸の定

常地震観測点のデータを併合して用いた。8月 16 日の本震発生後の 8日後および 15 日後の

8月 24 日および 8月 31 日に M 6.3 の地震が、本震震源域から 80 km 程度北東側で発生し（図 

2）、引き続きそれらの地震の余震活動と思われる活発な地震活動がみられているが、これ

らの震源分布についても再決定を行った。また、8 月 16 日の本震およびその震源域近傍で

発生した余震については、十分な観測点配置で P 波初動の押し引きを読みとることができ

たものについて発震機構解を求めた。 

図 2 に観測点配置を示す。震源域の周辺では、地震発生当時すでに 19 観測点において OBS

が稼働しており、本震およびその発生前後の地震活動が観測されている．これらのうち、

2006 年 5 月に回収を行った 5観測点（図 2中白丸）を除く 14 点（図 2中灰色丸）のデータ

を以下の解析で使用した。また、本震の発生後に臨時余震観測として 16 観測点（図 2中黒

丸）を新設し、上記の 14 点のデータとあわせて解析に使用した。  

震源決定は、まず絶対走時を用いた通常の震源決定法を行い、その結果を初期震源分布と

してダブル・ディファレンス（DD）法 （Waldhauser and Ellsworth, 2000）1) による震

源決定を行った。初期震源の決定では、１次元の速度構造を仮定した。図 3 に震源決定に

用いた速度構造モデルを示す。第 1層と第 2層はそれぞれ地殻とマントルに対応する。 

図 4 に絶対走時を用いた震源決定の結果を示す。図には、Zhao et al. (1997)2) により

推定されたプレート境界面の形状を示したが、再決定された多くの震源がプレート境界面

付近に集中しており、一元化カタログによる震源と比較して、OBS のデータを加えることに

より震源深さの決定精度が向上していることがわかる。震央分布をみると、8 月 16 日の本

震の震央周辺と、8月 24 日および 31 日に北東側の領域で M 6.3 の地震が発生した領域に顕
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著な活動域が見られる他は、小さなクラスタ状の密集域がまばらに分布していることがわ

かる。Yamanaka and Kikuchi (2004)3)による 1978 年の宮城県沖地震の破壊域の広がりと

比べると、2005 年の地震の余震活動は 1978 年の破壊域と比較してごく狭い範囲に限られて

おり、2005年の地震が1978年の地震の破壊域の一部のみを破壊したものであることを示す。 

北東側の活発な地震活動域は、8月 24 日と 31 日に発生した 2つの M 6.3 の地震とそれら

余震活動と考えられ、本来の意味での 2005 年の宮城県沖地震の余震活動とは異なる。一元

化カタログによれば、2つの M 6.3 の地震の震央は 30 km 以上離れているが、再決定の結果、

これらの地震は近接して発生していたことがわかった。8 月 16 日に発生した本震から北東

側に飛び離れたこの地震活動域は、1981 年の宮城県沖地震の破壊域（Yamanaka and Kikuchi, 

2004）3) のすぐ東側（海溝側）に位置し、その震央範囲は東西－南北が 10 × 20 km2程度

の領域内に収まっている。これらの地震の再決定された震源深さは 15 ～ 20 km に集中し

ている。この領域では、エアガン－OBS を用いた人工地震探査が行われており、プレート境

界の深さはおよそ 15 km と推定されている（Hino et al,. 2003）4)．したがって、これら

の地震はプレート境界で発生した地震であろうと考えられる。8月 24 日、31 日の地震の余

震活動には、おなじ場所でかつて発生した相似地震の再活動が含まれており、この地域で

のプレート境界における非地震性すべりが 8月 16 日の地震後に加速していると考えられる

が（相似地震解析の結果については後述）、OBS 観測により明らかにされたこれらの地震の

震源深さ分布は、相似地震活動がプレート境界上での小アスペリティの繰り返し破壊であ

るという考えを支持するものである。 

8 月 24 日、31 日の地震の震源域近くでは 1981 年に M 7.0 のプレート境界型地震が発生し

ているが、今回の活動域はその余震分布の一部に一致していると考えられる。図 5a は、東

北大学の陸上地震観測網のデータにより決定された 1981 年の地震発生後 1ヶ月間の震央分

布を今回の震央分布を比較したものである。気象庁一元化処理による 2005 年の 8 月 24 日

と 31 日の地震の震央が、OBS のデータにより再決定されたものと大きく異なること（図 4）

をみても、陸上観測網のデータだけでこの領域で発生する地震の震央を精度よく決定する

ことは困難であることがわかる。したがって、1981 年の地震の余震が東西に広く分布して

いるのは、みかけのものであり、実際には 1981 年の地震の本震も含め、2005 年の 8 月 24

日と 31 日の地震の発生域あるいはそのごく近くで発生していた可能性もある。一方、1981

年の余震活動は、本震の震央から 20 km ほどの南北方向に拡がりをもつ低地震活動域をは

さんで南側にも見られるが、2005 年の活動ではこの領域では顕著な地震活動の活発化は認

められない。本震の破壊域から東側に遠く離れた領域での地震活動の活発化は、1978 年の

宮城県沖地震の後にも認められる（図 5b）。ただし、このときは 1981 年の余震域と比較す

ると、2005 年には活発化しなかった南側の方でより活発化しており、逆に 1981 年の本震の

震央に近く 2005 年に活発化した北側の領域での活発化はそれほど顕著でない。こうしたこ

とは、1981 年の地震の破壊域には、独立した複数の小さなアスペリティが分布している可

能性を示す。 
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1978 年の宮城県沖地震の際にも、2005 年の地震後と同様に、宮城県沖で発生したプレー

ト境界地震の後に、この場所でプレート境界における非地震性すべりの加速が起こってい

た可能性がある。もしそうなら、1981 年の地震の余震域の一部において、宮城県沖地震の

発生後にすべりが加速するという現象が、繰り返し発生しているということを意味する。

1981 年の地震の発生自体も、1978 年宮城県沖地震の発生のわずか 3年後であり、こうした

非地震性すべりの加速の結果ひき起こされたものかもしれない。 

図6に 2005年 8月 16日に発生した本震とその近傍で発生した余震の震源分布の拡大図を

示した。この図に示した震源は、図 4 に示した絶対走時を用いて決定した震源分布を初期

震源分布として DD 法により震源を再決定したものである。ここでは、絶対走時を用いた震

源決定の結果、震源深さが最寄りの観測点までの震央距離よりも大きい地震は、震源が十

分な精度で決定できていると考え、それらを対象として再決定を行った。 

本震のすべり量が大きかった領域内とそのごく近くでは、震央分布で L 字（を左に 90°

回転させた）型のクラスタに集中して余震が発生している。L字の西北西－東南東方向を向

く方の腕は、本震の震源を含んでおり、その南北約 20 km の範囲の余震群とともに、非常

に薄い面状の分布を示しており、これらが本震の破壊面にそった余震活動であることを強

く示唆する（図 5 中 A 群）。それと直交する L字のもう一方の腕を形成する余震（図 6中 B

群）は、本震のすべり分布 （柳沼・他、2006）5)の東端と良い一致を示している。震源深

さ分布をよく見ると、B群は A群に比べてやや浅い側に拡がっているようであり、このグル

ープの余震活動には上盤プレート内で発生したものが含まれている可能性がある。 

一方で、プレート境界から上方に大きく離れて分布する地震をいくつか認めることができ、

図 6 中でこれらを C 群として他の地震と区別した。C 群の地震の半数以上が、1978 年宮城

県沖地震のすべり量が最大であった場所の直上に集中している。この活動は、これまでの

宮城県沖における繰り返し OBS 観測により、上盤プレートのマントル内の地震活動として

すでに認識されていたもので、定常的に 1 ヶ月に数個程度の頻度で地震が発生することが

パイロット重点的調査観測の成果により明らかとなっている。C群に属する地震の数は多く

ないので、活動度の時間変化はよく分からないが、少なくとも 8月 16 日の地震の発生直後

に顕著に数が増えることはなく、この地震の発生とは無関係な定常的な活動に近い状態に

あるものと思われる。 

図 7は、本震およびその震源域周辺で発生した余震の発震機構解を震央位置にプロットし

たものである。本震および多くの余震が低角逆断層型の発震機構解を示す。こうした低角

逆断層型の余震は、本震の破壊域内およびその周辺に広く分布しており、この領域で発生

する多くの余震が本震のすべり面にそって発生しているという、震源深さ分布に関する解

釈を支持する。一方で、低角逆断層とは異なる発震機構解をもつ余震も少なからず存在し

ており、特に、本震の破壊域の東縁に位置する B 群に属する余震にそうした地震が多く含

まれる。なかでも、逆断層型ではあるが本震タイプに比べ高角な節面をもつものが多く含

まれていることが注目される。上盤側プレート内のすべり域東縁では、本震のすべりによ
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り東西方向の圧縮応力が高まることが期待されるため、こうした高角逆断層型の発震機構

解の地震は、B群の地震の震源深さ分布の特徴から示唆される上盤側プレート内での余震に

対応するものであろう。 

震源深さ分布や発震機構解の特徴から、A群は本震のすべり面（プレート境界面）に沿っ

て発生した余震がほとんどである一方、B群には上盤側内での地震をより多く含んでいる可

能性がある。プレート境界面上とプレート内部との間で構造や状態の違いがあるとすれば、

それを反映してそれぞれで発生する地震の発生様式に何らかの違いがあることが期待され、

それを A 群と B 群の地震の活動様式の違いとして認めることができるかもしれない。そこ

で、A群・B群それぞれに属する余震について地震発生率の時間変化と規模別累積個数分布

を調べた。１日あたりの地震発生率の時間変化（図 8a）をみると、総個数が少ないため期

間の前半でしか変化の様子は分からないものの、典型的な余震個数の減少パターンを示し

ており、A群・B両群の間でその活動度の時間変化の仕方に明瞭な違いはみられない。とこ

ろが、規模別頻度分布（図 8b）は両群の間で大きな違いが見られ、b 値が顕著に異なって

いる。最尤法（宇津、1965）6) により A群と B群のそれぞれについての b値を求めたとこ

ろ、それぞれ、0.55、0.81 となった。 

弘瀬・他 (2002) 7)は、東北日本太平洋側のプレート境界で発生する地震の b値の空間変

化をしらべ、高 b 値の領域が大きな地震のアスペリティを避けるように分布することを示

している。ここで議論している A群・B群の違いは、彼らが議論しているものに比べ小さい

空間スケールでの違いであるため、全く同じ現象を反映したものであるかどうかは分から

ないが、本震のすべり量が大きくアスペリティと考えられる領域のごく近傍で発生した A

群の余震が小さな b値を示すのは、彼らが示した傾向と矛盾するものではない。  

次に、GPS 連続観測のデータの解析から推定された、2005 年宮城県沖地震の発生後にみら

れた余効すべりの空間分布とその時間変化について報告する。この地震が、顕著な余効す

べりを伴ったことは、昨年度の調査観測の結果からも明らかとなっていたが、今年度は、

すべり分布が時間変化することを考慮した逆解析手法を使用することにより、すべり分布

の時間変化の詳細を明らかにすることができた。 

図 9 に宮城県周辺に設置された GPS の観測点の配置を示す。宮城県牡鹿半島の東方沖に

位置する金華山および江島の２観測点は想定震源域に最も近い観測点であり、この領域の

プレート間すべりのモニタリングを行う上で重要な観測点であるため、本年度 GPS 受信機

の高速サンプリング化を実施した。これらの GPS 観測点で取得したデータは、公衆回線と

モデムを使ったダイアルアップ式で東北大学まで伝送している。 

得られた GPS 観測データの基線解析には、米国航空宇宙局(NASA)のジェット推進研究所

(JPL)で開発された GIPSY/OASIS-II (GOA-II)による精密単独測位法(Precise Point 

Positioning；以下、PPP 法と呼ぶ) （Zumberge et al.、1997）8)を用いた。図 10 に、国

土地理院の基線解析の最終解としてインターネット上で公開されている F2 解（Hatanaka et 

al., 2003）9)と本研究で採用した解析方法による解とを比較した結果を示した。図示した
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成分は山形県の飛島観測点（0194）と宮城県の牡鹿観測点（0550）基線の基線長成分であ

るが、両者を比較するとほぼ同程度の再現性が得られていることがわかる。さらに詳しく

見ると、F2 解では前後の日の解と比較して 5mm を超えるような異常値が時々見られるが、

本研究の結果にはそのような異常値は見られない。 

このようにして得られた GPS 観測点の変位の時系列をデータとして、Yagi and Kikuchi

（2003）10)のインバージョン法によりプレート境界面上のすべりを仮定して余効すべり分

布の推定を行った。大きな地震が発生していない期間における GPS の基線解析結果には、

プレート間カップリングによる定常的な地殻変動や季節変動成分が含まれており、これら

は余効すべりの検出を行う際には除去する必要がある。そこで、地震発生前の 2004 年 1 月

1日から 2005 年 8 月 15 日までの期間の基線ベクトル各成分について、下記の(1) 式で示し

たような線形トレンド、年周・半年周成分、地震時変動などのステップ変化からなる関数

を仮定し、最小二乗法により a～gの各係数を推定し、線形トレンドと年周・半年周成分を

除去したものを非定常成分(余効変動)として解析に使用した。 

+⋅+⋅++⋅= )/2cos()/2sin()( TtdTtcbtatu ππ   

)()/4cos()/4sin( attHgTtfTte −⋅+⋅+⋅ ππ      (1) 

ここで )(tu は観測点座標の時系列、T は 1 年間の日数、 )(tH は階段関数、 at は本震発

生日である。 

図 11 に震源域に最も近い東北大学の金華山観測点における座標値の時系列を示す。ここ

で、原記録に含まれるトレンドと季節変動については、上述の方法により除去している。

この観測点では、本震以降の余効変動が明瞭にみられる。その変化は特に本震直後に大き

く次第に小さくなっており、10 月半ば以降は一旦ほとんど終息しているように見える。2005

年 12 月 2 日には、本震震央の約 10km 南東側で最大余震である M6.6 のプレート境界地震が

発生している。この最大余震後にも本震直後ほど顕著ではないものの余効変動が見られる。

この変動も最大余震直後には変動速度が大きかったが、時間の経過とともに徐々に小さく

なっている。 

2005 年 8 月 17 日から 2006 年７月 16 日までのデータを用いてインバージョンを行った

結果を図 12(a)に示す。上述のように最大余震時には震源に近い観測点において地震時地殻

変動が観測されているため、解析期間を最大余震前後の二つの期間(2005年 8月 17日～2005

年 11 月 30 日までと、2005 年 12 月 3 日～2006 年 7 月 16 日まで)に分けて個別に解析を行

った。図 12(a)には 8月 17 日以後 15 日間ごとに推定されたプレート境界面上の余効すべり

分布を日数で割ってすべり速度に変換して示している。なお、すべりが西向き成分を持つ

ときには、負号をつけて青から紫のカラースケールで図示した。Suwa et al. (2006)11)は、

1997年から2001年までの定常的なGPS観測点における変位速度から、東北地方の太平洋側、

特に宮城県沖のプレート境界では、プレート間の強い固着を示唆する大きなバックスリッ

プが卓越していることを示した。本研究では定常的な変位速度を取り除いたものをデータ

として使用しているので、西向きの変位速度成分をもつ領域では、バックスリップの加速

現象を意味している。図 12(b)には図 12(a)の各期間に対応した推定誤差の分布を示した。

この推定誤差の概ね 2倍に相当するすべり速度を信頼限界と考え、図 12(a)では太いコンタ

ーで示してある。 

図 12(a)をみると 9月 16 日までの期間については、本震の震央近傍で余効すべり分布が



 24

最大となっているのに対し、それ以降の期間については、本震の南西側で最大となり、10

月 16 日以降には福島県沿岸でピークとなっていて、余効すべり域が南側に進展していった

可能性を示唆していると考えられる。ただし,本震直後の余効変動の大きさは本震震源に最

も近い金華山観測点でも約 2cm 程度と小さいため、今後推定精度について十分な検討を要

するが、図 11 に示した時系列において、東西成分と南北成分の変位速度の時間変化を比較

すると、南北成分のほうがより緩やかに減衰しているようにも見えることから、上記で述

べたような現象は、実際に起きている現象と考えられる。2005 年 11 月 15 日から 15 日間の

スナップショットでは、有意な余効すべりは存在せず、本震直後からの余効すべりは 11 月

半ば頃に一旦終息しつつあったと考えられる。 

次に最大余震発生後の 12 月 3 日以降のすべり分布を見てみると、信頼限界を超えるよう

なすべりが本震・最大余震の震源域において約 1 ヶ月程度続いていることから、最大余震

の発生をきっかけとして余効すべり活動が再び活発化した可能性がある。2006 年 1 月 2 日

以降では、唯一 3月 3日から 18 日までの期間でのみ陸域の下の 2ヶ所で信頼限界を超える

すべりが推定されているが、その領域はその前の 1 月から 2 月にかけては逆向きのすべり

として推定されていることから、季節変動が完全には取り除かれていないことなどが原因

かもしれない。 

図 13に 2005年 8月 17日から 2005年 11月 30日まで、および 2005年 12月 3日から 2006

年 7 月 16 日までの各期間の余効すべりの積算値を示す。 Yaginuma et al. (2006)12)が地

震波形インバージョンにより推定した本震時のすべり分布 (図中青色のコンター)と比較

すると、最大余震前の期間での余効すべりの範囲（図 13a）は、本震のすべり域と一部は重

なっているものの、本震の破壊域より南西側に位置している。測地インバージョンにより

推定される宮城県沖におけるプレート間すべり分布については、海溝周辺ほどではないに

しろ、その分解能の問題から地震波形インバージョンによる推定結果と比較して、分布が

よりブロードになる傾向がある（Miura et al., 2006）13)。したがって、実際の余効すべ

りは、その最大値の周辺により集中していて、余効すべりは本震時のすべりと相補的に分

布していると考えられる。同様の現象は 1996 年の日向灘地震（Yagi and Kikuchi, 2003）

10)や 1994 年三陸はるか沖地震（Yagi et al., 2003）9); 2003 年十勝沖地震（Miura et al., 

2004 14）; Miyazaki et al., 2004 15); Ozawa et al., 2004 16); 油井, 2005 17)）で

も報告されている。2003 年十勝沖地震の余効すべりは本震の破壊域の東西に分布している

のに対し（Ozawa et al., 2004 16）; 油井, 2005 17); Baba et al., 2006 18)）、今回の

余効すべりは南西側だけに分布している。これについては、本震の北側に未だ固着状態に

あるアスペリティが存在していることによるものと考えられる。なお、震源域周辺の赤の

矩形内において推定されたこの期間のモーメント解放量は 3.7×1019Nm (Mw7.0)である。 

一方で、図 13(b)の最大余震発生後の期間について見ると、量的には 3cm 程度と小さい

ものの、本震と同じ逆断層型のすべり(フォワードスリップ)が本震の北北東側に分布して

おり、最大余震の発生前と異なる場所ですべりが加速したことを示している。なお、図 13(b)

の赤枠で示した領域におけるモーメント解放量は、3.2×1019Nm (Mw6.9)であり、図 13(a)

の期間とあわせると 6.9×1019Nm (Mw7.2)となる。図 14 に観測された余効変動の水平成分と

本論により推定された余効すべりモデルにより計算された変位の比較を示した。 

最大余震の発生を契機として、非地震性すべりのすべり域が移動したことは、現在も非

破壊のままであるアスペリティにおけるひずみ蓄積過程に大きな影響を及ぼすものと考え
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られる。一方で、GPS の検知能力や余効すべりが小さいことを勘案すると、捉えられたすべ

り域の空間的な変化を詳細に議論するためには、地震活動の空間変化との対応を調べる必

要がある。 

図 15 は、今年度行った第 2期前半までの海底地震観測のデータを加えて決定した宮城県

沖の震源分布である。この期間は、GPS 連続観測によって余効すべり域の移動がみられた期

間を含む。海底地震計のデータを用いて震源決定をすると、2005 年 12 月に発生した最大余

震は、プレート境界面上の本震破壊域のすぐ東側で発生したことがわかった。 

図 16 には、最大余震発生前後でのすべり域の分布と震央分布を重ねて示した。本震の破

壊域に注目すると、活発な余震活動が本震発生後およそ 3 ヶ月の間みられるが（図 16a）、

最大余震の発生後の活動度をみると、他の領域と比べても特に違いが見られない程度に低

下していることがわかる（図 16b）。一方で、最大余震発生後の期間では、本震の破壊域よ

りも東側で地震活動が顕著に活発化している。この領域での地震活動は、最大余震前には

顕著でないこと、震源がプレート境界の周辺に集中していることを考えると、最大余震あ

るいはその頃にプレート境界で発生した何らかの現象の影響下で活発化したものと考えら

れる。地震活動が活性化した領域は、最大余震前後で異なる余効すべり域の間に位置して

いることから、GPS データから推定されたすべり域の移動とも関連した現象である可能性が

ある。 

最大余震発生後のすべり量分布（たとえば、図 16b）では、モデル断層の北側には西向

きのすべりが見られるが、これはバックスリップの加速、すなわちプレート間固着の強化

を意味している。小沢・他(2006) 19)は、東北地方の GEONET の観測点座標の時系列につい

て 1997 年～2000 年の期間からトレンドを推定し、2000 年～2006 年の期間からそのトレン

ドを除去した結果、東北地方北部において西北西方向の変位が卓越していることを示した。

さらにその変位データを用いてバックスリップインバージョンを行った結果、岩手県北部

の太平洋下のプレート境界でプレート間カップリングが強化したと結論している。ここで

行った GPS データ解析の結果得られたモデル断層の北側に見られる西向きのすべりは、そ

れに起因している可能性が考えられる。 

図 17 は、2004 年以来の、宮城県沖周辺における相似地震の分布を示したものである。

従来指摘されてきたように（たとえば、Uchida et al., 2003）20)、相似地震は過去に大

きなプレート境界地震の破壊域となった領域内ではほとんど発生せず、むしろその周囲で

発生している様子を明瞭に見て取ることができる。 

陸上観測点での観測地震波形が相似である地震の組み合わせを、１つのシーケンスとし

て、それらのシーケンスのなかで震央位置が近いものを一つのグループとする。そのグル

ープの活動履歴から、それぞれのグループの位置におけるプレート間すべり速度を推定し

たものが、図 18 である。宮城県沖周辺で発生する相似地震は、図 17 に示す位置を代表す

る Aから Mにグループ分けされた。図 17 中で位置を青く示したグループでは、2005 年の宮

城県沖地震が発生した 8月 16 日以降に、そのグループの位置で顕著にプレート間すべりが

加速しているように見える（図 18）。 

グループ毎のすべり速度の時間変化を詳しくみると、2005 年 8 月 16 日の地震以後にみ

られる加速は、本震発生の直後と 12 月の最大余震発生後の 2ステージに分かれているよう

である。相似地震活動から推定されるすべり速度の地域変化を示したのが図 19 である。こ

の図は、相似地震の活動履歴から推定されたすべり速度を、その相似地震の震央位置での
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すべり速度を代表したものとし、複数の相似地震ごとに推定されたすべり速度を空間的に

移動平均することによって、すべり速度の空間分布を求めたものである。この図を見ると、

本震発生前（Period-I）には、解析領域の西縁にプレート境界における固着-すべり遷移域

に対応するやや高速のすべり速度を持つ領域があるほかには、顕著な空間変化はみられな

い、一方、2005 年宮城県沖地震の発生後には、その震源域の周囲の何カ所かですべりが加

速している。北東側の加速域は、8 月 24 日と 31 日に M6 級の地震が発生した領域に対応す

る。それ以外の領域でもっとも顕著な加速が起こったのは、本震震源の北側の領域である。

ここでは、12 月 17 日に M6.1 のプレート境界型地震が発生している。 

相似地震の活動が活発化した領域と、GPS により余効すべりが見いだされた領域とは必

ずしも良い対応関係を示してはいないが、2005 年の破壊域の周辺において非地震性のすべ

りが加速傾向にあることを共通して示している点は注目に値する。また、相似地震活動か

らみたすべり速度が、最大余震後に加速しているのは、GPS 連続観測の解析結果が示す、最

大余震の発生を契機としたすべり域の移動に対応したものなのかもしれない。 

 

 



 27

 
-6000

-4000

-20
00

0

-6000

-4000

-20
00

0

-6000

-4000

-20
00

0

-6000

-4000

-20
00

0

a) b)

d)c)

 

 

図 1 平成 18 年度に実施した海底地震観測の観測点配置図。a)第一期、b)第二期、c)第三期、

d)第四期。白丸が全観測点の配置、赤丸がそれぞれの観測期間に海底地震計が設置されて

いた地点。
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図 2 2005 年宮城県沖地震の本震・余震分布の解析に使用した観測点の配置。丸印が海底地

震観測点（色の違いについては本文参照）。十字印は陸上観測点。震央分布は気象庁一元化

処理による。 
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図 3 震源決定の際に用いた地震波速度構造モデル（実線：P波、破線：S波）。 
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図 4 2005 年宮城県沖地震の本震および余震の震源分布。灰色印は気象庁一元化処理によ

るもの、黒印が海底地震計のデータを用いて再決定されたもの。 
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図 5 宮城県沖における過去の地震活動との比較。a)1981 年宮城県沖地震発生後 1ヶ月間。

b)1978 年宮城県沖地震発生後 1ヶ月間。 
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図 6 2005 年宮城県沖地震の破壊域近傍における震源分布。A, B, C のグループについては

本文参照。 
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図 7 2005 年の地震の本震破壊域近傍で発生した地震の発震機構解の分布。 
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図 8 2005 年宮城県沖地震の余震が示す a)日別地震発生数の時間変化と b)規模別頻度分布。

図 7中の Aおよび B群についてそれぞれ示した。 
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図 9 宮城県周辺の GPS 連続観測点分布図。白丸は国土地理院の GEONET 観測点、黒丸は東

北大学の GPS 観測点(大きな黒丸は 2003 年以降に新設された観測点)を示す。 
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図 10 GEONET の飛島観測点(0194)－牡鹿観測点(0550)間の基線長の時系列。ひし形は国土

地理院による Bernese 解析ソフトウエアを用いた最終解(F2 解)、四角は東北大学による

GIPSY 解析ソフトウエアを用いた解を示す。 
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図 11 東北大学の金華山観測点において観測された余効地殻変動。赤、緑、青は、それぞ

れ、北向き、東向き、上向きの変位を示す。経年変動、年周・半年周変動および本震発生

に伴う地震時変動は最小二乗法により除去してある。 
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図 12(a) GPS 連続記録インバージョンによって推定されたプレート境界面上の すべりの

時空間発展のスナップショット(15 日毎の変化分)。コンター間隔は 5cm/yr。大きな星印は

本震の、小さな星印のうち南側のものは最大余震の、北側のものは M6.3 の余震の震央を示

す。 
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図 12(b) 図 12(a)の推定における誤差の分布。 
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図 13(a)  2005 年 8 月 17 日から 2005 年 11 月 30 日まで(最大余震発生前)の積算すべり分

布。灰色のコンターは Yamanaka and Kikuchi (2004)による 1978 (M7.4、西側) および 1981 

(M7.0、東側)の地震のすべり量分布(0.5m 間隔)を示す。青のコンターは Yaginuma et al. 

(2006)による本震時のすべり分布。 

 

 



 41

139° 140° 141° 142° 143° 144°

37°

38°

39°

40°

3

-3

0 50 100

km

-6 -4 -2 0 2 4 6 8

p
2005/08/17 - 2005/11/30

Slip(cm)

 

 

図 13(b)   図 13 (a)に同じ。ただし、2005 年 12 月 3 日から 2006 年 7 月 16 日までの積算

すべり分布。 
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図 14(a) 観測された変位(黒) と推定されたすべりの時間発展から計算された変位(赤)。

期間は、2005 年 8 月 17 日から 2005 年 11 月 30 日まで(最大余震発生前)。 
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図 14(b)  図 14(a)に同じ。ただし期間は 2005 年 12 月 3 日から 2006 年 7 月 16 日まで。 
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図 15 海底地震計のデータを用いて再決定した 2005 年 7 月 26 日～2006 年 7 月 3日の宮城

県沖における震源分布。赤星印は M5.5 以上の地震の震源。 
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図 16 余効すべりの空間分布と震央分布との比較。左図：本震発生から最大余震発生まで。

右図：最大余震発生後。 
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図 17 2004 年以降の宮城県沖周辺における相似地震の分布。A～Nの領域ごとに推定したす

べり速度の時間変化を図18に示す。2003年の福島県沖地震のすべり分布は山中（2003）21)、

そのほかの地震については、Yamanaka and Kikuchi (2004)3)による。 
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図 18 図 17 に示した A～N の枠内で発生した相似地震の解析によって推定されたプレート

間すべり速度の時間変化。
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図 19 相似地震解析によって推定されたすべり速度の空間分布。上図：2004 年から 2005

年宮城県沖地震発生まで（Period-I）。下図：宮城県沖地震発生から 2006 年 7 月 31 日まで。 
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 (d) 結論ならびに今後の課題 

今年度は、2005 年 8 月 16 日に宮城県沖で発生した M7.2 の地震の破壊域周辺における地

震の震源分布を詳細に明らかにするとともに、この地震がその破壊域の周囲に対して、プ

レート境界に沿ったすべり速度およびプレート内の応力場に影響を及ぼしたことによって

生じた諸現象を見いだすことに成功した。こうしたプレート間すべりおよびプレート内応

力の時間・空間的な変動は、宮城県沖地震の未破壊領域にひずみがどのように蓄積してい

くかを理解する上できわめて重要であり、見いだされた現象の今後の推移を引き続き注意

深く調査することが、今後の最重要課題の一つといえる。 

今年度までの調査研究の成果は、陸上のオンライン観測のデータに基づく GPS および相

似地震解析がプレート間すべり状態を把握するのにきわめて有効であることを示している。

したがって、こうした観測データの処理・解析を準実時間化・ルーチン化することは、プ

レート間すべりの現状を監視する手段として有効であると考えられるため、今後はこうし

た監視システムを実現するための技術開発を進めていく必要がある。 

一方、海底地震観測により明らかとなった詳細な震源分布に基づく地震活動の時空間変

化は、GPS および相似地震の解析からもたらされたプレート間すべりの加速・減速によく対

応している。これは、こうした地震活動がプレート間すべりの影響を強く受けていること

を示唆するが、一方で、明らかにプレート内の応力場の変化の影響を受けてプレート内で

発生している地震も存在している。さらに解析精度を向上させることにより、プレート境

界とプレート内の地震を分離することと、それぞれの活動度が、プレート境界におけるす

べり速度の変化とどのような関係にあるのかについての検討が重要である。プレート間す

べりと、相似地震以外の地震の活動との間に、明瞭な定量的関係が存在すれば、GPS および

相似地震とならんで、地震活動度の時空間変動が、プレート間のすべり状態を監視するた

めの有用な情報として使用できるようになると期待される。 
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(3) 平成 19 年度業務計画案 

長期観測型海底地震計の回収・再設置による繰り返し連続地震観測を継続して行うとと

もに、気象庁と共同して、短期観測型地震計を用いた多点地震観測を実施する。設置可能

な長期観測型海底地震計の台数が増えたため、18 年度まで短期観測型地震計で観測した地

点の一部を長期観測の観測点とする。これに伴い、短期多点観測では、新規の観測点を設

け、観測点密度のさらなる向上を図る。19 年度は、18 年度の調査の成果をふまえ、非地震

性すべりが継続していると考えられる 2005 年と 1981 年の宮城沖地震の破壊域の間の領域

に稠密な観測網を設けることにする。 

さらに、従来取得されている海底地震観測データともあわせ、１）宮城県沖のプレート

境界およびその周辺における地震波速度構造モデルの高精度化、２）宮城県沖で発生する

小地震の詳細な震源分布とメカニズム解の解明を進める。特に、2005 年 8 月の地震の前後

にみられた地震活動度の時間変化について、活動度を時間変化させた地震の震源位置とメ

カニズム解を明らかにすることにより、どのような機構でそうした変化が起こったのかを

モデル化することをめざす。 

準静的すべりの時空間発展の準リアルタイム・モニタを実現するために、GPS 観測および

相似地震観測データを準リアルタイムで処理するためのシステムの開発と実用化のための

改良を継続して進める。本学が宮城県内を中心とした地域で整備しつつある陸上 GPS 観測

点のデータと従来の観測点および GEONET のデータとの併合解析を進め、それにより得られ

る地表の変位速度場を用いた逆解析を高度化し、プレート間すべり分布の時空間変化を即

時的に検知できるようなシステムの開発を継続して行う。また、リアルタイム収録されて

いる陸上観測網の地震波形データから相似地震を同定し、その位置とすべり量を高精度か

つ準リアルタイムで推定するための自動処理手法の開発を継続して行い、プロトタイプ・

システムの完成を目指す。 

 


